
えます」（渡邊氏）

　さらに渡邊氏は、ITリテラシーの高い社員を中心に、グロー
バル検索やレポート機能を使った分析など、Salesforceを効果
的に活用する流れが生まれていると語り、今後はそれ以外の社
員にも浸透していくことを期待していると手応えを口にする。

　「現在は海外の営業部社員と、現地法人で営業を担当してい
る外国人社員にライセンスを配布したところです。各拠点がど
ういった案件に取り組み、どのようなアプローチで動いている
のかをSalesforce上で確認できるようになったことは、大規模
案件の入札において大きな助けになると考えています」（渡邊
氏）

　同社では、本プロジェクトの成果を踏まえ、今後もSalesforce

の活用を拡大していく方針である。渡邊氏は、「成功の鍵は、
できるだけすべての業務プロセスをSalesforce上に載せること
にある」という考えのもと、経営判断の指針となるデータ分析
が行えるプラットフォームの構築をめざして取り組みを継続して
いきたいと今後の展望を語る。

　「フェーズ1で必要最低限の機能は実装できました。今後は
フェーズ2、フェーズ3を通じて、すべてのプロセスと情報を可
視化・分析できるプラットフォームへと進化させていきたいと考
えています。また、私たちの業務プロセスや課題を理解いただ
いているテラスカイには、AIをはじめ最新技術を活用した提案
を期待しています」（渡邊氏）

す。1つ目は『会社の実績』で、たとえば橋を作るプロジェクト
であれば、形状や距離・車線数などこれまでどういった橋を設
計／施工監理してきたのかといった実績資料が必要になります。
2つ目は、『プロジェクトに対するアプローチ』で、どういった
方針・手法でプロジェクトを遂行するのかという技術提案の部
分です。3つ目は、『プロジェクトチームの構成』です。プロジェ
クトマネージャー、各種技術専門家、サポートスタッフなど、1

つのプロジェクトで多数のメンバーをアサインする必要がありま
す。これらの情報をまとめて、ひとつのプロポーザルが完成し
ます」（渡邊氏）

　こうした要素に加え、プロジェクトごとの潜在的なリスクを
判断するリスクアセスメントも必要となり、入札準備にも多く
の労力を要するという。

　渡邊氏は、海外営業部全体で案件情報や営業情報・実績情
報が分散管理されており、効率的に入札準備を進めるのが難し
い状況だったと当時の課題を振り返る。

　「入札時には大量の書類を準備する必要があります。実績や
技術者情報について、複数のデータベースやドキュメントが各
地で所有されていることがあり、新たな案件に携わる際に必要
な情報を引き出せないという状況が散見されていました。営業
担当者が保有している営業情報も属人的に管理されていたため
引継ぎや関連部署とのやり取りにおいて問題を抱えていました。
またメール中心で連絡を行っていたため、時差によるタイムラ
グが生じるだけでなく、やり取りが当事者間だけに閉じて周囲
からは進捗が見えなくなるなど、プロジェクト及び営業活動の
動向をリアルタイムに共有することが難しい状況でした」（渡邊
氏）

　こうした業務課題を解決するため、渡邊氏は海外営業部のメ
ンバーとワーキンググループを立ち上げ、改善に向けた議論を
開始した。

　「世界各地の営業情報や入札状況を一つのプラットフォームに

統合し、国内外をまたいだタイムリーな情報共有と柔軟な人材
アサインを実現するというビジョンがありました。このビジョン
を具現化するための基盤として、クラウド型で顧客管理から営
業支援までさまざまな機能を備えたSalesforceが第一候補に
なりました」（渡邊氏）

　機能面に加え、グローバルで利用されているプラットフォーム
であること、セキュリティを担保できることを評価し、同社は
Salesforceの導入を決定した。

　「導入ベンダーの選定にあたっては、私たちと同規模の企業
での導入実績があり、私たちが実現したいビジョンを理解した
うえで支援してくれることを重視しました。テラスカイは
Salesforceの豊富な導入実績に加え、独自のソリューションや
導入後の運用支援まで含めた体制が整っており、長期的に伴走
してくれるパートナーだと判断しました」（渡邊氏）

　海外営業支援システムの構築は2023年7月にスタートした
が、その道程は決して平坦なものではなかった。プロポーザル
の作成から提案実行までのフローが複雑だったことや、管理す
る対象項目が多岐にわたっていることなどにより、当初の想定
以上に要件定義が難航したという。

　「業務の流れは一見シンプルに見えても、国ごとの法規制や
プロジェクト固有の要件があり、実際には複雑な社内手続きが
絡み合っています。さらに、長期にわたるプロジェクトでは追
加契約やチームメンバーの入れ替わりも発生します。当初はこ
れらをすべてシステム化しようとしましたが、プロポーザルで取
り扱う情報量が多いため、どうしても要件定義の漏れや認識の
ずれが発生していました」（渡邊氏）

　複雑な業務フローをSalesforce上に落とし込む工程に苦労し
ながらも、2024年5月にフェーズ1として最小限の必須機能を備
えたシステムをリリース。現在は、フェーズ2として帳票やリス
クアセスメント機能の実装を進めている。
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きに関する決まりが異なる。プロポーザルで
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デリー事務所 所長の渡邊遼也氏は次のよう
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ポートには助けられました。Salesforceの基本設定から専門用
語の説明まできめ細かくフォローしていただき、プロジェクト
の実現に向けて伴走してもらえたことに感謝しています」（渡邊
氏）

　海外営業支援システムは改修が続いているものの、すでに確
かな効果が現れているという。

　Salesforceで海外の複数拠点にまたがるプロジェクトの情報
管理を一元化したことで、各国のメンバーが地理的・時間的制
約を超えた「ワンチーム」で営業／入札業務に取り組むことが
可能になった。

　「本プロジェクトの目的である、国内・海外を含めたグロー
バルな情報集約・共有といった側面では、これまで散在してい
た情報をSalesforceのプラットフォーム上で一元管理できるよ
うになり、世界各地の人材がプロジェクトの現状をタイムリー
に把握できる環境が整いました。ログインIDさえ付与すれば、
新入社員であってもプロジェクトに関わるさまざまな情報にアク
セスできますので、これは私たちにとって大きな業務改革とい
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地で所有されていることがあり、新たな案件に携わる際に必要
な情報を引き出せないという状況が散見されていました。営業
担当者が保有している営業情報も属人的に管理されていたため
引継ぎや関連部署とのやり取りにおいて問題を抱えていました。
またメール中心で連絡を行っていたため、時差によるタイムラ
グが生じるだけでなく、やり取りが当事者間だけに閉じて周囲
からは進捗が見えなくなるなど、プロジェクト及び営業活動の
動向をリアルタイムに共有することが難しい状況でした」（渡邊
氏）

　こうした業務課題を解決するため、渡邊氏は海外営業部のメ
ンバーとワーキンググループを立ち上げ、改善に向けた議論を
開始した。

　「世界各地の営業情報や入札状況を一つのプラットフォームに

統合し、国内外をまたいだタイムリーな情報共有と柔軟な人材
アサインを実現するというビジョンがありました。このビジョン
を具現化するための基盤として、クラウド型で顧客管理から営
業支援までさまざまな機能を備えたSalesforceが第一候補に
なりました」（渡邊氏）

　機能面に加え、グローバルで利用されているプラットフォーム
であること、セキュリティを担保できることを評価し、同社は
Salesforceの導入を決定した。

　「導入ベンダーの選定にあたっては、私たちと同規模の企業
での導入実績があり、私たちが実現したいビジョンを理解した
うえで支援してくれることを重視しました。テラスカイは
Salesforceの豊富な導入実績に加え、独自のソリューションや
導入後の運用支援まで含めた体制が整っており、長期的に伴走
してくれるパートナーだと判断しました」（渡邊氏）

　海外営業支援システムの構築は2023年7月にスタートした
が、その道程は決して平坦なものではなかった。プロポーザル
の作成から提案実行までのフローが複雑だったことや、管理す
る対象項目が多岐にわたっていることなどにより、当初の想定
以上に要件定義が難航したという。

　「業務の流れは一見シンプルに見えても、国ごとの法規制や
プロジェクト固有の要件があり、実際には複雑な社内手続きが
絡み合っています。さらに、長期にわたるプロジェクトでは追
加契約やチームメンバーの入れ替わりも発生します。当初はこ
れらをすべてシステム化しようとしましたが、プロポーザルで取
り扱う情報量が多いため、どうしても要件定義の漏れや認識の
ずれが発生していました」（渡邊氏）

　複雑な業務フローをSalesforce上に落とし込む工程に苦労し
ながらも、2024年5月にフェーズ1として最小限の必須機能を備
えたシステムをリリース。現在は、フェーズ2として帳票やリス
クアセスメント機能の実装を進めている。
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注記：本事例は、2026年2月に作成されたものです。
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CASE STUDY 日本工営株式会社　サービス導入事例

　日本工営株式会社は、「世界をすみよくす
る」というミッションを掲げ、国内外で培っ
てきた実績とノウハウを生かし、世界各地
でインフラの構築に関与している。

　海外においても、公共事業を受注するに
は日本と同様に入札が基本となる。入札に

あたっては、新聞やWebサイトの他にさま
ざまな媒体から入札情報を収集し、そこか
ら自社の専門性や参入方針に合致する案件
を選定し、プロポーザル（企画提案書）を
作成する必要がある。また、国や地域、プ
ロジェクトの内容などによっても入札や手続
きに関する決まりが異なる。プロポーザルで
求められる要素について、海外営業部 ニュー
デリー事務所 所長の渡邊遼也氏は次のよう
に説明する。

　「入札で求められる書類は主に3つありま

　「システム開発に携わったことのないメンバーで構成された
チームだったので、Salesforceの知見が豊富なテラスカイのサ
ポートには助けられました。Salesforceの基本設定から専門用
語の説明まできめ細かくフォローしていただき、プロジェクト
の実現に向けて伴走してもらえたことに感謝しています」（渡邊
氏）

　海外営業支援システムは改修が続いているものの、すでに確
かな効果が現れているという。

　Salesforceで海外の複数拠点にまたがるプロジェクトの情報
管理を一元化したことで、各国のメンバーが地理的・時間的制
約を超えた「ワンチーム」で営業／入札業務に取り組むことが
可能になった。

　「本プロジェクトの目的である、国内・海外を含めたグロー
バルな情報集約・共有といった側面では、これまで散在してい
た情報をSalesforceのプラットフォーム上で一元管理できるよ
うになり、世界各地の人材がプロジェクトの現状をタイムリー
に把握できる環境が整いました。ログインIDさえ付与すれば、
新入社員であってもプロジェクトに関わるさまざまな情報にアク
セスできますので、これは私たちにとって大きな業務改革とい

Salesforce上で
世界各地のプロジェクト状況の
タイムリーな確認が可能に


